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１　背景としての農業を取り巻く状況

食料の安定供給の確保や農業の持続的発展

は、国民生活の安定向上や国民経済の健全な

発展に不可欠なものである。

一方で、これらを支える農業者の高齢化が

進むとともに農業者数は減少し、今後も一層

の減少が見込まれる状況にある。例えば、基

幹的農業従事者（15歳以上の世帯員のうち、

普段、仕事として主に自営農業に従事してい

る者）の数と年齢構成に注目すると、2023

年時点での基幹的農業従事者数は116万人

であるが、そのうち、20年後に基幹的農業

従事者の中心となると考えられる層である

50代以下はわずか20％の23.8万人であり、

今後20年間で基幹的農業従事者数は現在の

約４分の１にまで減少しかねない状況にあ

る。

こうした見通しの下では、従来の生産方式

を前提とした農業生産では食料の安定供給や

農業の持続的発展を確保することが難しくな

るおそれがあり、農業者の減少下においても

生産水準を維持できる生産性の高い食料供給

体制を確立することが重要となる。

第213回国会で改正された食料・農業・農村

基本法では、第５条で、基本理念として農業の

持続的発展が掲げられている。その実現を図る

基本的施策の一つとして位置付けられるのが

先端的な技術等を活用した農業の生産性向上

であり、新設された第30条では、先端的な

技術を活用した生産方式等の導入、すなわち

スマート農業技術の導入が規定された。

2　改正食料・農業・農村基本法とスマート農業技術活用促進法の成立

特集：みんなで取り組むスマート畜産

農業の生産性の向上のためのスマート
農業技術の活用の促進に関する法律

（スマート農業技術活用促進法）について
農林水産省大臣官房政策課技術政策室　課長補佐　本間　佳祐

スマート農業技術活用促進法は、生産・開発の両面からスマート農業技術の活用を推進し、農
業の生産性の向上を図ることを目的とする法律であり、令和６年10月１日より施行されている。
同法は、生産・開発に関する二つの計画認定制度を設け、メリット措置や予算の優遇措置により
スマート農業技術の活用を推進することとしており、将来の農業者の急速な減少においても農業
の持続的な発展に寄与することが期待されている。本稿では、生産方式革新実施計画および開発
供給実施計画の概要を含め同法の全体像を紹介する。

【要約】
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さらに、この改正基本法に関連する法律と

して、農作業の効率化等により生産性を向上

させることができるスマート農業技術の活用

を進め、また、その効果を高めていくために、

同国会においてスマート農業技術活用促進法

が審議され、成立した。

このスマート農業技術活用促進法は、これ

までスマート農業技術を実際に生産現場に導

入する技術実証等により明らかとなった課題

を踏まえたものである。すなわち、（１）生

産現場の条件などが技術の開発・導入のハー

ドルを上げている（２）ニーズが高いものの

開発難度が高く技術の実用化に至っていない

ものもある―といった課題を踏まえ、生産面

ではスマート農業技術の活用と併せてこれに

適した生産方式への転換を進め現場導入の加

速化を図るとともに、開発面ではスマート農

業技術等の開発速度を引き上げるため、生産

方式の転換により開発ハードルを下げつつ、

開発が特に必要な分野を明確化して多様なプ

レーヤーの参画を進めることとしている。

次節以降で、スマート農業技術活用促進法

の内容について詳しく解説する。

スマート農業技術活用促進法は、農業の生

産性の向上を図るためのスマート農業技術の

活用促進に関する計画認定制度を定めている。

この法律では、（１）スマート農業技術の

活用およびこれと併せて行う農産物の新たな

生産の方式の導入に関する計画である生産

方式革新実施計画（２）スマート農業技術等

の開発およびその成果の普及に関する計画で

ある開発供給実施計画―二つの計画認定制度

を設けており、これらの認定を受けた農業

者・事業者に対して支援措置を講じ、法の趣

旨に沿った取り組みを推進する（図１）。

３　スマート農業技術活用促進法の全体像

①スマート農業技術の活⽤及びこれと併せて⾏う
農産物の新たな⽣産の⽅式の導⼊に関する計画

（⽣産⽅式⾰新実施計画）

農林⽔産⼤⾂（基本⽅針の策定・公表）
（⽣産⽅式⾰新事業活動や開発供給事業の促進の意義及び⽬標、その実施に関する基本的な事項 等）

申請 認定 申請 認定

【⽣産⽅式⾰新事業活動の内容】
・スマート農業技術の活⽤と農産物の新たな⽣産の⽅式の導⼊
をセットで相当規模で⾏い、農業の⽣産性を相当程度向上させ
る事業活動

【申請者】
・⽣産⽅式⾰新事業活動を⾏おうとする農業者等※1
（農業者⼜はその組織する団体）

【⽀援措置】
・⽇本政策⾦融公庫の⻑期低利融資
・⾏政⼿続の簡素化（ドローン等の⾶⾏許可・承認等）など

【開発供給事業の内容】
・農業において特に必要性が⾼いと認められるスマート農業技術等
※2の開発及び当該スマート農業技術等を活⽤した農業機械等⼜
はスマート農業技術活⽤サービスの供給を⼀体的に⾏う事業
※2 スマート農業技術その他の⽣産⽅式⾰新事業活動に資する先端的な技術

【申請者】
・開発供給事業を⾏おうとする者
（農機メーカー、サービス事業者、⼤学、公設試等）
【⽀援措置】
・⽇本政策⾦融公庫の⻑期低利融資
・農研機構の研究開発設備等の供⽤等
・⾏政⼿続の簡素化（ドローン等の⾶⾏許可・承認）など

②スマート農業技術等の開発
及びその成果の普及に関する計画

（開発供給実施計画）

※農業の⽣産性の向上のためのスマート農業技術の活⽤の促進に関する法律

スマート農業技術活⽤サービス事業者や⾷品等事業者が⾏う⽣産⽅式
⾰新事業活動の促進に資する措置を計画に含め⽀援を受けることが可能

【税制特例】①の計画に記載された設備投資に係る法⼈税・所得税の特例（特別償却）、②の計画に記載された会社の設⽴等に伴う登記に係る登録免許税の軽減

農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の⽣産性の向上を図るため、
①スマート農業技術の活⽤及びこれと併せて⾏う農産物の新たな⽣産の⽅式の導⼊に関する計画（⽣産⽅式⾰新実施計画）
②スマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する計画（開発供給実施計画）
の認定制度の創設等の措置を講ずる。

【法第６条】

【法第7条〜第12条】 【法第13条〜第19条】

※1 継続性や波及性を勘案し、複数の農業者が有機的に連携して取り組むことが望ましい

図１　スマート農業技術活用促進法※の概要

資料：農林水産省「スマート農業技術活用促進法について」
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スマート農業技術の現場導入は、スマート

農業技術の活用に関する計画である生産方式

革新実施計画に係る認定制度に基づき促進さ

れることとなる。生産方式革新実施計画に関

して、主要な二つのポイントを紹介する。

一点目として、生産方式革新実施計画は、

農業者による（１）スマート農業技術の活用

（２）スマート農業技術に適した農産物の生

産の方式の導入―を併せて行う計画を認定

し、各種支援措置を講ずるものである（図

２）。従来の生産方式のまま、単にスマート

農業技術を農業現場に導入するだけでは、意

図・期待通りに活用できずに稼働効率が低く

なること、人手に頼らなければならない細か

い作業が残るために人手不足の解消・省力化

といったスマート農業技術の効果が十分に発

揮されないことから、農業者にとってのメ

リットが最大化しないことが課題の一つと

なっている。生産方式革新実施計画は、ス

マート農業技術に適した生産方式への転換に

踏み切り、スマート農業技術の性能・効果を

十分に発揮させようと取り組む農業者を制度

面・資金面で後押しすることを目指している。

二点目として、生産方式革新実施計画は、

農業者の取り組みを促進するために行うス

マート農業技術活用サービス事業者の取り組

みを含めて農林水産大臣の認定を受けること

ができる。スマート農機等については、導入コ

ストが高い、稼働率が低く費用対効果が発揮

されにくいといった課題があり、その解決策

また、生産方式革新事業活動・開発供給事

業の促進の意義や目標、実施に関する基本的

な事項（認定要件）などを規定する基本方針

を農林水産大臣が定め、二つの計画認定制度

に関する運用は基本方針に沿って行われる。

４　生産方式革新実施計画の概要

収穫ロボット＋省⼒樹形の導⼊（りんご）収穫ロボット＋栽培⽅法の⾒直し（ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ）

将来の姿現状

⾃動収穫ロボットの導⼊ひとつひとつ⽬視で確認しながらの
⼈⼿による収穫作業

将来の姿現状

⾃動収穫ロボットの導⼊ひとつひとつ⽬視で確認しながらの
⼈⼿による収穫作業

通常
(３本/株)

⾒直し
(２本/株)

■ スマート農業技術の活⽤（A）と⼈⼿による作業を前提とした栽培⽅法の⾒直し等新たな⽣産の⽅式の導⼊
(B)を合わせて相当規模※で⾏い、スマート農業技術の効果を⼗分に引き出す⽣産現場の取組を認定することで、
⼈⼝減少下でも⽣産⽔準が維持できる⽣産性の⾼い農業を実現。

作業動線が複雑で機械導⼊や栽培
管理が困難

通路幅を広くすることで、機械導⼊・
栽培管理が容易に
⽴茎数を減らすことにより、ロボットが
アスパラを容易に認識・アクセス可能に

樹⽊がほ場内に散在
作業動線が複雑で機械作業が困難

省⼒樹形とし、直線的に配置するこ
とにより、機械作業が容易に

(A)

(B)

(A)

(B)

【法第２条第３項】

図２　生産方式革新事業活動のイメージ

資料：農林水産省「スマート農業技術活用促進法について」
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スマート農業技術の研究開発は、スマート

農業技術の開発とその成果の普及に関する計

画である開発供給実施計画に係る認定制度に

基づき促進されることとなる。開発供給実施

計画に関して、主要な二つのポイントを紹介

する。

一点目として、開発されたスマート農業技

術等が製品やサービスとして農業現場で活用

されるよう、スマート農業技術等の開発と供

給を一体的に行う取り組みを計画認定の対象

とするものとしている。開発のみ、または供

給のみの取り組みは開発供給実施計画の認定

対象とはならず、開発と供給の一体的な取り

組みのみを認定対象とする。また、このよう

に開発と供給両方に取り組む計画としている

ことから、計画を作成する際には、開発の際

として、共同利用やサービス事業者の活用な

ど、スマート農機等を所有することなく利用

するニーズもある。生産方式革新実施計画で

は、（１）農業者が自らスマート農機等を導入

する取り組み（２）複数の農業者がスマート

農機等を共同利用する取り組み（３）農業者

がスマート農業技術活用サービス事業者を活

用してスマート農機等のレンタルや農作業の

委託などを行う取り組み―のいずれにおいて

も、農業者やスマート農業技術活用サービス

事業者に対して、税制・金融などの特例措置

が講じられている。

この二点によりスマート農業技術を活用し

やすくなる環境整備を図っていくことが、本

法で目指すスマート農業技術の現場導入の加

速化に当たり、主要なポイントとなる（図３）。

スマート農業技術は、導⼊コストが⾼額で、かつ、その操作には専⾨的な知⾒を要することも多いため、
スマート農業技術の活⽤の促進に当たって、これらの観点からスマート農業技術活⽤サービスを本法で
位置付け、融資等の⽀援を措置。

【定義】 法第２条第４項において、「スマート農業技術活⽤サービス」とは、農業者等が⾏う農業を⽀援するた
め対価を得て継続的に⾏うスマート農業技術を活⽤した次に掲げる役務。
① 委託により、農業者等に代わって農作業を⾏うこと。
② 農業者等に対し、農業機械等を使⽤させること。
③ 農業者等に対し、農業に関する⾼度な知識⼜は技術を有する者を派遣すること。
④ 農業に関する情報を収集し、整理し、及び分析し、並びに農業者等に対し、その結果を提供し、⼜は
当該結果に基づく農業の⽣産性の向上のための指導若しくは助⾔を⾏うこと。

データの収集・分析、情報提供
を通じて栽培管理の⾒直しや作
業体系の最適化を提案する等
のサービス

スマート農業技術を使いこなす
⾼度な知識・技術を有する⼈材
を農業現場へ派遣するサービス

収穫ロボットなどのスマート農業
機械のレンタル・シェアリングを⾏
うサービス

ドローンによる農薬散布や、
ロボットコンバインによる収穫など
の作業受託サービス

①専⾨作業受注型 ②機械設備供給型 ④データ分析型③⼈材供給型

（株）レグミン
農薬散布ロボットによる農薬
散布サービスを実施。

(株)ｼﾞｪｲｴｲﾌｰｽﾞみやざき

inaho（株）
⾃社で開発した⾃動収穫ロ
ボットのレンタルサービスを実施。

JA三井リース（株）
作業時期の異なる農業者と地
域で、農機シェアリース。

YUIME（株）
産地の繁忙期に特化した⼈材
派遣に加え、ドローン等を扱う
⼈材派遣を今後開始予定。

（株）アルプスアグリキャリア

農業⽤ハウスの環境制御シス
テムを使いこなし、現場で⽣産
管理をできる⼈材を派遣。

テラスマイル（株）
⽣産や市況などのデータを分析
し、最適な出荷時期などを提
案するサービスを展開。

国際航業（株）
農作物の⽣育状況に基づく診
断レポートや可変施肥マップを
提供。

ホウレンソウ収穫の受託作業を
実施。ドローン追肥作業やキャ
ベツ収穫作業の受託も検討。

スマート農業技術活⽤サービスの例

【法第２条第４項】

図３　スマート農業技術活用サービスについて

資料：農林水産省「スマート農業技術活用促進法について」

５　開発供給実施計画の概要
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スマート農業技術活用促進法は、将来見込

まれる農業者の急速な減少に対応するため

に、生産・開発の両面からスマート農業技術

の活用を推進し、農業の生産性の向上を図る

ことを目的とする法律である。

生産面では、スマート農業技術に適した生

産方式への転換に踏み切り、スマート農業技

術の性能・効果を十分に発揮させようと取り

組む農業者などに対して、開発面では、農業

において特に必要性が高いと認められるス

マート農業技術等を基本方針で明示した

「開発供給事業の促進の目標」に沿って、開

発・供給を一体的に行う事業者に対して、計

画の認定と法律に基づくメリット措置や予算

の優遇措置などによりその取り組みを促進し

ようとしている。

スマート農業技術活用促進法は、令和６年

10月１日に施行された。スマート農業技術

活用促進法の施行を契機として、より多くの

関係者がスマート農業技術等の導入および研

究開発やその活用に取り組むことにより、農

業が持続的に発展することを期待する。

のスマート農業技術等による生産性向上の目

標と、供給の際の普及に関する目標のそれぞ

れを立てる必要がある。

二点目として、開発リソースの重点化を

目指し、農業において特に必要性が高いと認

められるものとして基本方針に掲げる「開発

供給事業の促進の目標」に位置付けられたス

マート農業技術等を認定対象としている。開

発供給事業の促進の目標（重点開発目標と表

現することもある）は、営農類型ごとに、省

力化や高度化の必要性が特に高く、かつ、

スマート農業技術等の実用化が不十分な農作

業について、必要なスマート農業技術等を例

示し、これを実用化することを通じて、生産

性の向上の目標（例えば、畜産・酪農につい

て、生体情報取得の省力化に係る技術、給

餌・給水作業の省力化の技術等の開発・供給

により、飼養管理に係る労働時間を80％削

減等）を達成しようとするものである。開発

供給実施計画は、この「開発供給事業の促進

の目標」に資することを認定要件としてお

り、認定開発供給実施計画によりスマート農

業技術等が実用化されることにより、生産性

の向上の目標を達成するような技術体系の構

築につなげることを目指している。

この二点は、本法により実現しようとする

ニーズが高いものの、開発難度が高く実用化

に至っていない技術に関して、開発速度を引

き上げる取り組みの推進に当たり、主要なポ

イントとなる。

６　まとめ




